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招集ご通知

証券コード　4934
2024年10月11日

（電子提供措置の開始日　2024年10月４日）
株　主　各　位

東京都港区虎ノ門二丁目６番１号
虎ノ門ヒルズステーションタワー
プレミアアンチエイジング株式会社
代表取締役社長 松 浦 　 清

【当社株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://www.p-antiaging.co.jp/ja/ir/stock/meeting.html

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第15回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第15回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各
ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアクセスの
上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「プレ
ミアアンチエイジング」又は「コード」に当社証券コード「4934」を入力・
検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」に
ある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって
議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討
の上、2024年10月28日（月曜日）午後６時30分までに議決権を行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。
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１．日 時 2024年10月29日（火曜日）午前10時
（受付開始時刻は午前９時30分となります。）

２．場 所 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号
日本橋室町野村ビル　YUITO　５階
野村コンファレンスプラザ日本橋　大ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第15期（2023年８月１日から2024年７月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第15期（2023年８月１日から2024年７月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項 第1号議案　取締役４名選任の件
第2号議案　監査役３名選任の件
第3号議案　取締役（社外取締役を除く）に対するストック
オプションに関する報酬等の決定の件

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net/）にアクセ
スしていただき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示さ
れた「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用の上、画面の案内にした
がって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットに
よる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、前記の行使期限まで
に到着するようご返送ください。

敬　具
記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。

(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合
は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものと
してお取り扱いいたします。

(4) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１
名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明
する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

以　上

－ 2 －



2024/10/01 9:26:52 / 24110622_プレミアアンチエイジング株式会社_招集通知_電子提供措置用

招集ご通知

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。

◎株主総会にご出席の株主の皆さまへのお土産のご用意はございません。何卒ご
理解くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合はその旨、修正前の事項及び修正後の事
項を、前記のインターネット上の各ウェブサイトに掲載させていただきます。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措
置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、
次の事項につきましては、法令及び当社定款第18条第２項の規定に基づき、
お送りする書面には記載しておりません
① 事業報告の「主要な営業所及び工場」「主要な借入先の状況」「会計監
査人の状況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状
況の概要」

② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書
類は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監
査した事業報告、連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してくださいま
すようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決
権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

次ページの案内に従って、議
案の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、ご
返送ください。

日　時 行使期限 行使期限

2024年10月29日（火曜日）
午前10時（受付開始:午前９時30分）

2024年10月28日（月曜日）
午後６時30分入力完了分まで

2024年10月28日（月曜日）
午後６時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

プレミアアンチエイジング株式会社

（
切
取
線
）

プレミアアンチエイジング株式会社

プレミアアンチエイジング株式会社

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有
効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数、又はパソコ
ン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がな
い場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ
となく議決権行使ウェブサイトにログインする
ことができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回
に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お
手数ですがPC向けサイトへアクセスし、議決権
行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パ
スワード」を入力してログイン、再度議決権行
使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC
向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコード
を読み取ってください。1

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

プレミアアンチエイジング株式会社

プレミアアンチエイジング株式会社

プレミアアンチエイジング株式会社

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行
使コード」
を入力
「ログイン」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

「パスワード」
を入力

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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当事業年度の事業の状況

(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

前連結会計年度
（自 2022年8月 1日

至 2023年7月31日）

当連結会計年度
（自 2023年8月 1日

至 2024年7月31日）
前年度比
（％）

売上高 25,501 18,338 △28.1
営業損失(△) △719 △139 －

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度における我が国経済は、一部に足踏みもみられるものの、
緩やかな回復が続きました。景気の回復を背景に個人消費にも持ち直しの動
きがみられましたが、賃金上昇を上回る物価上昇等により消費者マインドは
停滞する状況が続いております。国内化粧品市場においては、外出機会の増
加により個人消費が回復し、円安によるインバウンド需要も回復しました。
一方で、コロナ禍を機に国内化粧品市場の２極化が鮮明となっており、低価
格帯市場の拡大傾向が続きました。
　こうした状況の下、当社グループは、厳しい事業環境下においても着実に
利益を創出できる筋肉質な企業体質の確立に向け、通販事業の立て直し、ブ
ランドマネジメントの強化及びコスト構造の改善等の施策に取り組んでまい
りました。
　当連結会計年度における売上高は、子会社の株式会社ベネクスを通じて行
っているリカバリー事業の売上が伸長したものの、当社で行っているアンチ
エイジング事業の売上が減収となり、全体では20,359百万円（前期比
22.9％減）となりました。一方、営業利益は、アンチエイジング事業の減
収により売上総利益が減少したものの、リカバリー事業の利益の伸長に加
え、通販事業において獲得効率・転換率を重視した新規獲得方針に基づき広
告宣伝費を中心とした販売費を効率運用したことや、事業規模に合わせた人
件費・システム費等の固定費の適正化に努めたことから、139百万円（前期
は営業損失611百万円）となり、経常利益は円安による為替差益の増加によ
り161百万円（前期は経常損失631百万円）となりました。なお、親会社株
主に帰属する当期純損失は、ソフトウエア仮勘定に係る減損損失及び契約損
失並びに契約損失引当金繰入額を特別損失として計上したこと、繰延税金資
産を取り崩し、法人税等調整額に計上したことから1,483百万円（前期は親
会社株主に帰属する当期純損失733百万円）となりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。
アンチエイジング事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

－ 6 －
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売上高
　アンチエイジング事業の売上高は、18,338百万円（前期比28.1%減）と
なりました。
　「デュオ」ブランドでは、「ザ クレンジングバーム」が５年連続クレン
ジング売上No.１(*1)を獲得し、シリーズ累計の出荷個数が2024年２月末
に5,000万個を突破しました。しかしながら、市場全体でバーム剤型からオ
イル剤型へのシフトが継続するとともに、低価格バーム商品との競争が激化
していることから、売上高は通信販売・卸売販売ともに減少しました。この
ような状況を打開するため、新たなテレビCMや美容家・インフルエンサー
によるイベント、SNS等を通じて、ブランド価値、商品価値の理解を促進す
るコミュニケーションを引き続き強化するとともに、通販事業では継続率向
上施策やロイヤル顧客の継続促進に注力、リテール事業では、デジタル媒体
と店頭でのプロモーションを連動させた認知向上施策を実施してまいりまし
たが、これらの施策は十分な効果が得られるまでに一定の期間を要するた
め、効果は未だ限定的となりました。
　「カナデル」ブランドにおきましても、美容家・インフルエンサーを活用
した投稿・動画配信を通じて顧客にとっての価値訴求を継続しました。ま
た、通販事業においては、獲得効率とその後の転換率を重視する新規獲得方
針を徹底、リテール事業では、美容家・インフルエンサーとの連動に加え、
店舗でのポイント施策等を実施し、店頭での訴求を強化してまいりました。
しかしながら、オールインワン市場の厳しい競争環境が続いたことから売上
高は前期実績を下回りました。
　「クレイエンス」ブランドは、カラートリートメントの競争激化や広告コ
ストの高止まりの影響を受けたものの、売上高はほぼ計画どおりの推移とな
りました。新規獲得施策に関しては獲得効率重視に方針を変更し、かかる費
用を抑制いたしました。また、CRM施策強化による転換率改善に注力する
とともに、美容家・インフルエンサーを活用し、正しい使い方を含む商品理
解促進のコミュニケーションを継続しています。
　この他、昨年度新たに投入したインナーケア事業のサプリメント「シント
ー　リポソーム　ビタミンC」は、インフルエンサー施策の強化により新規
獲得件数が拡大、高濃度ビタミンCブランド「シーマニア」は配荷店舗数が
6,300店舗に拡大するなど、いずれもテストマーケティングで好調を維持し
ましたが、主力ブランドの売上高の減少を補うには至っておりません。

営業損益
　損益面では、通販事業において獲得効率・転換率を重視した新規獲得方針
に基づき広告宣伝費を中心とした販売費を効率運用したことや、事業規模に
合わせた人件費・システム費等の固定費の適正化に努めましたが、減収によ
り売上総利益が減少したことから、営業損失は139百万円（前期は営業損失
719百万円）となりました。
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当事業年度の事業の状況

前連結会計年度
（自 2022年8月 1日

至 2023年7月31日）

当連結会計年度
（自 2023年8月 1日

至 2024年7月31日）
前年度比
（％）*２

売上高 899 2,020 －
営業利益 106 278 －

リカバリー事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

売上高
　売上高は、旗艦製品のスタンダードドライプラスや移動時の休養をコンセ
プトとして新しい休養シーンの提案を行ったリカバリームーヴなどの新製品
が販売をけん引、グループ間における事業連携やサプライチェーンの強化も
貢献し、過去最高収益を達成する2,020百万円となりました。

営業利益
　売上高の伸長により、営業利益も過去最高を更新する278百万円となりま
した。

*1 TPC マーケティングリサーチ株式会社調べによるブランド別クレンジン
グに関する調査（調査対象期間：2019 年 4 月～2024 年 3 月／調査時
期：2024 年４月）
*2 リカバリー事業の売上高及び営業利益の増減率については、リカバリー
事業が前連結会計年度の第３四半期連結会計期間より開始したことから記載
しておりません。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した設備投資等の総額は793百万円であり、その主
な内容はオフィス移転に伴う資産の取得624百万円であります。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度中において特記すべき事項はありません。金融機関とは良
好な関係を保ち、主要な借入先の状況は、第15回定時株主総会資料（電子
提供措置事項のうち交付書面省略事項）の事業報告「主要な借入先の状況」
に記載のとおりです。

④ 重要な企業再編等の状況
　当社は、2023年11月１日を効力発生日として、当社の完全子会社である
プレミア・ウェルネスサイエンス株式会社の吸収合併を行い、同社が営んで
おりました事業に関する全ての権利義務を承継いたしました。

－ 8 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第 12 期
(2021年７月期)

第 13 期
(2022年７月期)

第 14 期
(2023年７月期)

第 15 期
(当連結会計年度)
(2024年７月期)

売 上 高(百万円) 32,815 33,911 26,400 20,359

営 業 利 益 又 は
営 業 損 失 ( △ )(百万円) 4,680 2,414 △611 139

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(百万円) 4,653 2,572 △631 161

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失(△)(百万円) 2,793 1,424 △733 △1,483

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) (円) 326.87 163.35 △84.17 △170.10

総 資 産(百万円) 13,071 12,300 12,135 11,002

純 資 産(百万円) 6,903 8,348 7,609 6,124

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 791.65 957.30 872.60 702.33

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び収益の状況

（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等
を第13期の期首から適用しており、2022年７月期以降に係る各数値について
は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

２．第15期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
なお、比較を容易にするために、第12期から第14期についても百万円単位で
表示しております。

３．2023年11月１日付で、当社の連結子会社であるプレミア・ウェルネスサイエ
ンス株式会社を吸収合併しております。

－ 9 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第 12 期
(2021年７月期)

第 13 期
(2022年７月期)

第 14 期
(2023年７月期)

第 15 期
(当事業年度)

(2024年７月期)

売 上 高(百万円) 32,792 33,976 25,434 18,387

営 業 利 益 又 は
営 業 損 失 ( △ )(百万円) 5,152 3,156 △230 △82

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )(百万円) 5,109 2,739 △930 △51

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )(百万円) 3,237 1,436 △1,347 △1,567

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△) (円) 378.82 164.70 △154.51 △179.75

総 資 産(百万円) 13,373 12,692 11,041 9,732

純 資 産(百万円) 7,352 8,779 7,432 5,864

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 843.20 1,006.81 852.30 672.55

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等
を第13期の期首から適用しており、2022年７月期以降に係る各数値について
は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

２．第15期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
なお、比較を容易にするために、第12期から第14期についても百万円単位で
表示しております。

会 社 名 資 本 金 当社の
議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

蓓安美（上海）化粧品
有限公司 520百万円 100％ 化粧品・健康食品の企画、開発、輸

出入、通信販売、卸及び小売り業務

株式会社ベネクス 10百万円 100％ リカバリーウェアの開発・製造・販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）2023年11月１日付で、当社の連結子会社であるプレミア・ウェルネスサイエンス
株式会社を吸収合併しております。

－ 10 －
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
＜スローガンとパーパス＞
　当社グループは、経営理念に「人の時間（とき）を、解き放つ。」を掲
げ、創業時からの私たちの願いである”もっと人の可能性を広げたい“という
想いを持ち成長してまいりました。2023年には、「人の時間（とき）を、
解き放つ。」という理念はそのままに、当社が提供する「Uniqueな価値」
によって新たな製品やサービスを生み出し、一人ひとりが輝き、より一層持
続可能な社会を実現したいという想いを込め、「Forever vivid」を新たな
スローガンとして制定しました。
　このスローガンのもと、当社が創業以来大切にしてきた、社会に提供した
い「Uniqueな価値」を具体的に示し、当社のパーパスをあらためて定義し
ました。

スローガン

パーパス

－ 11 －
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対処すべき課題

＜中期経営計画「2024-2027 +Beyond」の取り下げ＞
①　中期経営計画 主要財務KPI取り下げ
　当社は、2023年９月14日に2027年７月期を最終年度とする４カ年経営
計画を公表し、これを実現すべく様々な施策に取り組んでまいりました。し
かし誠に遺憾ながら、計画の初年度となる2024年７月期の連結業績は計画
を大きく下回る結果となりました。当該結果を踏まえ、2027年７月期の計
画達成は困難であり定量的な目標について見直しが必要と判断し、主要財務
KPIを取り下げることといたしました。

②　取り下げに至る背景
　当初、中期経営計画期間においては、2024年７月期を、2023年７月期
までの振り返りで定義した課題に対処し、成長戦略を実行できる基盤づくり
を実施する構造改革フェーズと位置づけました。そして、2025年７月期以
降は成長戦略の実行フェーズと位置づけ、ブランドとチャネル、資本を活用
した共創とを組み合わせた成長戦略を通じて、2027年７月期の売上高400
億円、営業利益率 10%以上の達成を目指しておりました。
　そのため昨年より、財務上の懸念を一掃することに取り組み、また通信販
売・リテールともに事業構造の転換や財務規律の整備を進めた結果、初年度
において黒字化を達成することができました。またアンチエイジングカンパ
ニーへの進化の基盤となる新成長領域においても、順調な成長を果たしてお
ります。
　しかしながら、事業環境の変化や競争環境の激化を主な要因として、当社
の主力事業である通販事業の売上が当初計画を大きく下回り、またリテール
事業も売上の成長を実現するに至りませんでした。加えて、成長領域として
位置づけた海外事業においては、処理水問題や中国市場の減速の影響を受
け、計画の大幅な修正を余儀なくされました。

③　中期経営計画の再公表および今後の開示方針について
　新しい中期的な財務KPIにつきましては、当社を取り巻く経営環境を総合
的に分析、検討した後に改めて設定し、準備ができ次第速やかに公表いたし
ます。
　従いまして、当面の間は経営方針や財務状況等を株主及び投資家の皆様に
正しくご理解頂くための情報開示のあり方として、単年度ごとの業績見通し
を公表することとし、その目標を着実に達成すべく専念してまいります。ま
た、「事業計画及び成長可能性に関する事項」に関しましては、毎年10月
末日の開示を予定しております。

－ 12 －
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対処すべき課題

＜2025年７月期に取り組むべき課題＞
　中期経営計画にて指針とした「Uniqueな価値にこだわりぬく」こと及び
長期的に目指す「アンチエイジングカンパニーへの進化」といった数値目標
以外の経営方針については、引き続き実現を目指してまいります。
　このような中、2025年７月期に具体的に取り組む課題は下記の通りで
す。
　アンチエイジング事業では、ブランドマネジメントと各チャネルの協働に
より、ブランド、商品、チャネルの最適化を図り、事業の成長を目指してま
いります。
　ブランドマネジメントにおいては、お客様へ届ける価値を再定義した上
で、新商品・新ブランドを投入し、ブランド価値を訴求する新たなコミュニ
ケーション、プロモーションを実行してまいります。
　チャネル戦略では、通信販売のみならず、リテール等のチャネルごとに最
適なマーケティング・商品戦略を推進してまいります。
　まず通販チャネルにおいて、前期より取り組んでおります獲得効率の徹底
を継続するとともに、顧客基盤を強化するCRM施策の更なる拡充を推進し
てまいります。
　リテールチャネルでは、ブランドにおける新プロモーションとのタイアッ
プ施策を推進し、店頭での訴求を強化するとともに、卸売先企業との連携を
深化し、成長につなげてまいります。
　海外では市場動向を注視しつつ、中国本土における越境ECと一般貿易を
強化、それ以外のアジアパシフィック市場の開拓も進めます。更に国内にお
いて、新たな販路の開拓にも取り組んでまいります。
　また、着実に利益を創出できる筋肉質な企業体質の確立を目指し、2025
年７月期も引き続き、変動費のコントロールや事業規模に合わせた固定費の
適正化などに努めてまいります。
　リカバリー事業については、成長市場における事業拡大に注力いたしま
す。また、プレミアアンチエイジンググループとして連携をさらに強化し、
ブランディング、デジタルマーケティング、CRM、新製品開発等により一
層取り組み、売上の伸長を目指してまいります。

－ 13 －
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対処すべき課題

～Uniqueな人生を実現する～
Enabling unique pathways through life

『Forever vivid 人の
と

時
き

間を、解き放つ。Untether time.』

人生100年時代を迎えた世界で、
年齢や性別に対する先入観から解放され、

自分に自信を持つ“アンチエイジング”という価値観のもと、
一人ひとりが好奇心を持って新たなことにチャレンジできる世界を目指します。

そのために、型にはまらない柔軟な発想力を発揮し、
世の中を変えうるUniqueな価値を提供することで、

様々な社会課題にステークホルダーとともに向き合い、
いつでも、いつまでも輝ける持続可能な社会の実現に貢献します。

＜サステナビリティ＞
　2023年4月に、サステナビリティ基本方針として「~Uniqueな人生を実
現する~ Enabling unique pathways through life」を掲げ、「地球環境
保全への貢献」「ともに育ち、育てあう組織文化の追求」「ウェルビーイン
グの向上」「Uniqueな価値の提供」「ガバナンスの強化」の５つのマテリ
アリティを特定し、それぞれに目標を設定しました。
　その達成を目指して具体的な取り組みを進めることで、持続可能な社会の
実現に向けた貢献と企業価値の向上を果たしてまいります。

【サステナビリティ基本方針】

－ 14 －
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対処すべき課題

マテリアリティ 重点項目 取り組み事項 KPI/目標 目標値 達成
年度

2024年
7月期実績

地球環境保全への貢献

資源環境・サーキ
ュラーエコノミー
への貢献

環境配慮紙の使
用

環境配慮紙使用
率 100% 毎年 100%

脱炭素社会への取
り組み・貢献

CO2 排 出 量 削
減

Scope1 ・ 2 の
削減率

50％削減
(2023年7月
期比)

2027年
7月期

削減に向けた
取り組みを実

施*1

ともに育ち、
育てあう
組織文化の追求

価値創造に向けて
努力・成長し続け
る人材づくり

社員エンゲージ
メントの向上

エンゲージメン
トスコア

10％向上
(2023年7月
期比

2027年
7月期

4.7%向上
（2023年7
月期比）

育ち、育てあう
組織に向けた育
成環境の更なる
充実

研修体系の見直
しとそれに応じ
た研修コンテン
ツの拡充

左記の実施 毎年 見直し・
拡充を推進

ウェルビーイングの
向上 心身の健康の実現 社員への健康支

援の推進
健康経営の認証
取得 継続選定 毎年

健康経営
優良法人
2024認定

Uniqueな価値の提供

プレミアアンチエ
イジングらしさの
追求

社員へのアンチ
エイジングの浸
透

社員のアンチエ
イジングに関す
る資格の保有個
数

新規取得資格
数
75個以上

2027年
7月期

新機取得
資格数
31個

アンチエイジン
グを促進する制
度の拡充

左記の実施 2027年
7月期 検討中

アンチエイジン
グを促進する社
会活動への参加

継続実施 毎年 継続実施

サプライヤーとの
協働

サステナビリテ
ィの要素を取り
入れた調達方針
の策定

調達方針の策定 調達方針の開
示

2024年
7月期 開示完了

マテリアリティ 重点項目 取り組み事項 KPI/目標 目標値 達成
年度

2024年
7月期実績

ガバナンスの
強化

コーポレートガバ
ナ ン ス 体 制 の 整
備・強化

コーポレートガ
バナンスに係る
開示の充実・透
明性向上

左記を検討・推
進 － － －コ ン プ ラ イ ア ン

ス・リスクマネジ
メントの徹底

情報セキュリティ
及びプライバシー
の保護

コンプライアン
スや情報セキュ
リティ研修の受
講率*2

受講率 100% 毎年

コンプライア
ンス研修
99％*3

情報セキュリ
ティ研修
100％

【マテリアリティと目標】
アンチエイジングがもたらす豊かさの追求

成長を支える企業基盤

*1 事務所移転・店舗増加に伴い目標値を再検討中
*2 事務委託・派遣社員を除く
*3 未受講者向けに延長期間を設け100％受講

－ 15 －



2024/10/01 9:26:52 / 24110622_プレミアアンチエイジング株式会社_招集通知_電子提供措置用

主要な事業内容、使用人の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

(5) 主要な事業内容（2024年７月31日現在）
化粧品・健康食品及びリカバリーウェアの企画、開発、輸出入、通信販
売、卸及び小売業務

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

アンチエイジング事業 195（21）名 26名減 （７名増）

リ カ バ リ ー 事 業 34（ ９） ３名増 （１名増）

合 計 229（30） 23名減 （８名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

192（21）名 25名減（7名増） 40.2歳 2.9年

(6) 使用人の状況（2024年７月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グルー
プ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（　）内
に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．当連結会計年度より事業区分を変更したため、前連結会計年度末比増減につい
ては、前連結会計年度の数値を変更後の事業区分に組み替えて比較しておりま
す。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を
含む。）であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しており
ます。

(7) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2023年11月28日付で、本社を東京都港区虎ノ門二丁目６番１
号に移転いたしました。

－ 16 －
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株式の状況、新株予約権等の状況

① 発行可能株式総数 32,000,000株

② 発行済株式の総数 8,720,534株

③ 当事業年度末の株主数 9,798名

株 主 名 持 株 数 持株比率

プレミアマネジメント株式会社 3,978,000株 45.62％

松浦　清 1,877,400 21.53

大木　塁 81,000 0.93

伊藤　弘人 47,500 0.54

BNYM SA／NV FOR BNYM FOR BNYM GCM CLIENT ACCTS M ILM FE 40,760 0.47

BCSL CLIENT RE BBPLC NYBR 32,300 0.37

越智　恵美 31,500 0.36

槇野　浩二 28,600 0.33

兒嶋　伸二 26,200 0.30

プレミアアンチエイジング従業員持株会 23,744 0.27

２. 会社の現況
(1) 株式の状況（2024年７月31日現在）

④　大株主

（注）１．持株比率は自己株式（155株）を控除して計算しております。
２．プレミアマネジメント株式会社は、当社代表取締役である松浦清が株式を保有

する資産管理会社であります。

(2) 新株予約権等の状況
当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交
付された新株予約権の状況
　該当事項はありません。

（注）退任役員が保有する新株予約権があります。
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会社役員の状況、会社の支配に関する基本方針

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 松 浦 　 清 経営全般
取締役常務執行役員
C F O 伊 藤 洋 一 郎 コーポレート本部長

森・濱田松本法律事務所　エグゼクティブ・アドバイザー

取 締 役 福 本 拓 元 八重山殖産株式会社　取締役
株式会社ユーグレナ　Executive Fellow

取 締 役 堺 　 咲 子 金融庁企業会計審議会 内部統制部会 臨時委員
内部監査人協会（IIA）専門職資格審議会委員

常 勤 監 査 役 石 原 基 康
蓓安美（上海）化粧品有限公司 監事
株式会社ベネクス 監査役
一般社団法人日本内部監査協会 監事
公益財団法人日本内部監査研究所 監事

監 査 役 井 出 　 彰
井出公認会計士事務所 代表
株式会社WACUL 取締役監査等委員
AIコーポレートアドバイザリー株式会社 代表取締役社長
株式会社wevnal 監査役

監 査 役 近 藤 陽 介 漣󠄀法律事務所 代表

(3) 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2024年７月31日現在）

（注）１. 取締役福本拓元氏及び取締役堺咲子氏は、社外取締役であります。
２. 監査役石原基康氏、監査役井出彰氏及び監査役近藤陽介氏は、社外監査役であ

ります。
３. 監査役石原基康氏及び監査役井出彰氏は、以下のとおり財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。
・監査役石原基康氏は、上場会社の常勤監査役を歴任した経験から、財務及び会

計、企業経営に関する知見を有しております。
・監査役井出彰氏は、公認会計士の資格を有し、かつ上場会社の財務経理部長で

あったことから、財務及び経理に関する高度な見識と豊富な経験を有しており
ます。

４. 監査役近藤陽介氏は、弁護士の資格を有し、弁護士として培われた高度な人格
と専門的な法律知識を有しております。

５. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６. 伊藤洋一郎氏は、2024年８月１日付で㈱ベネクスの取締役に就任しております。
７. 福本拓元氏は、2024年９月６日付で㈱エヒメスポーツエンターテイメントの

取締役に就任しております。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に
基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任
限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役
及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について、善意でかつ重大な過
失がないときに限定されます。
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会社役員の状況、会社の支配に関する基本方針

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結し、当該保険により被保険者がその地位に基づいて行
った行為に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がなされ
た場合の法律上の損害賠償金及び訴訟費用を補填することとしております。
但し、被保険者が違法に利益又は便宜を得たこと、犯罪行為、不正行為、詐
欺行為又は法令、規則又は取締役法規、監査役法規に違反することを認識し
ながら行った行為に起因する損害賠償は上記保険契約によっても補填されま
せん。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社の取締役及び監査役であ
り、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しておりま
す。

④ 取締役及び監査役の報酬等
イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年9月14日開催の取締役会において、取締役の個人別の
報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議
に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬諮問委員会へ諮
問し、答申を受けております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい
て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針
と整合していることや、指名・報酬諮問委員会からの答申が尊重されてい
ることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。
　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりで
す。
　個別の報酬額については指名・報酬諮問委員会にて検討を行うものと
し、取締役会は、指名・報酬諮問委員会の答申内容を尊重し、当該答申で
示された範囲内で取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとしてお
ります。
　取締役の基本報酬は、月額の固定報酬とし、株主総会で決議された報酬
限度額の範囲内で、役職の別及び常勤、非常勤の別に定めた基準報酬に会
社業績及び個人別戦略目標の達成度を反映した業績報酬を加算して決定し
ております。但し、業績報酬は社外取締役には加算いたしません。
　取締役の株式報酬は、企業価値の継続的な向上を図るインセンティブと
して機能するとともに株主との価値を共有することを目的としており、株
式累積投資制度を用いて、毎月定額を取締役（社外取締役を除く）に対し
て支給するものとしております。株式報酬は、基本報酬と合わせて、株主
総会の決議により定められた報酬限度額の範囲内で支給することとしてお
ります。
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会社役員の状況、会社の支配に関する基本方針

区 分 報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
（ 百 万 円 ） 対象となる

役員の員数
（ 名 ）基 準 報 酬 業績連動報酬等 株 式 報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

120
(14)

106
(14)

8
(－)

4
(－)

６
(２)

監 査 役
（うち社外監査役）

28
(28)

28
(28) － － ３

(３)
合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

148
(42)

135
(42)

8
(－)

4
(－)

９
(５)

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１.「報酬等の総額」「基準報酬」「業績連動報酬等」及び「株式報酬等」に
は、2023年10月27日開催の第14回定時株主総会終結の時をもって退任し
た取締役２名を含んでいます。

２.業績連動報酬等には、第13期の実績に基づき決定し、月額固定報酬として
2023年8月～10月に支給した額を記載しております。なお、第14期（前
期）の実績に基づく、業績連動報酬等の支給はありません。業績連動報酬
等に係る業績指標は成長性及び企業価値向上の観点から、売上高、営業利
益及び個人業績であり、指名・報酬諮問委員会による審議を経て取締役会
で決定しております。なお、業績指標である売上高及び営業利益の実績
は、「企業集団の現況に関する事項」に記載のとおりです。

３.株式累積投資制度を用いて、毎月定額を株式報酬として支給しております。
４.取締役の金銭報酬の限度額は、2019年10月24日開催の第10回定時株主総

会において年額200百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点
の取締役の員数は４名（うち社外取締役は１名）です。

５.監査役の金銭報酬の額は、2018年10月30日開催の第９回定時株主総会にお
いて年額50百万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役
の員数は２名です。

ハ. 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受け
た役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役福本拓元氏は、八重山殖産株式会社取締役、株式会社ユーグレ
ナExecutive Fellowであります。当社と各兼職先との間には特別の
関係はありません。

・取締役堺咲子氏は、金融庁企業会計審議会　内部統制部会　臨時委
員、内部監査人協会（IIA）専門職資格審議会委員であります。当社
と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役石原基康氏は、蓓安美（上海）化粧品有限公司監事、株式会
社べネクス監査役、一般社団法人日本内部監査協会監事、公益財団
法人日本内部監査研究所監事であります。蓓安美（上海）化粧品有
限公司及び株式会社べネクスは、当社の子会社であります。当社と
他の各兼職先との間には特別な関係はありません。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 福 本 拓 元

当事業年度に開催された取締役会15回すべてに出席いたしま
した。上場会社の取締役を歴任した経歴から専門的な事業運営
に関する知見と経験を活かして、当社事業における外部からの
客観的かつ中立的な観点から適宜発言を行う等、社外取締役と
しての職責を十分に果たしました。

取締役 堺 　 咲 子

当事業年度に開催された取締役会15回すべてに出席いたしま
した。内部監査、財務及び会計に関する知見と経験を活かし
て、当社事業における外部からの客観的かつ中立的な観点から
適宜発言を行う等、社外取締役としての職責を十分に果たしま
した。また、コーポレート・ガバナンスの強化のため、独立し
た立場から内部監査室への助言・指導を実施いたしました。

監査役 石 原 基 康

当事業年度に開催された取締役会15回及び監査役会14回すべ
てに出席いたしました。上場会社の常勤監査役を歴任した経歴
から財務及び会計、企業経営に関する知見と経験を活かして、
当社事業における外部からの客観的かつ中立的な観点から適宜
発言を行うなど、当社の業務執行を適切に監査いたしました。

監査役 井 出 　 彰
当事業年度に開催された取締役会15回及び監査役会14回すべ
てに出席いたしました。会計士及び会計業務の専門知識と経験
を活かして、当社事業における会計リスク等に関し、適宜発言
を行うなど、当社の業務執行を適切に監査いたしました。

監査役 近 藤 陽 介
当事業年度に開催された取締役会15回及び監査役会14回すべ
てに出席いたしました。弁護士及び専門的な法律知識を活かし
て、当社事業における事業リスクや法務リスク等に関し、適宜
発言を行うなど、当社の業務執行を適切に監査いたしました。

・監査役井出彰氏は、井出公認会計士事務所代表、株式会社WACUL取
締役監査等委員、AIコーポレートアドバイザリー株式会社代表取締役
社長、株式会社wevnal監査役であります。当社と各兼職先との間に
は特別な関係はありません。

・監査役近藤陽介氏は、漣法律事務所代表であります。当社と兼職先と
の間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

３. 会社の支配に関する基本方針
　当社は、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収への対応方針）
は導入しておらず、株式会社が当該株式会社の財務及び事業の方針の決定を支
配する者の在り方に関する基本方針についての定めに関する事項について該当
事項はありません。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

製 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん

特 許 権

ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

8,882

4,760

1,727

1,112

474

251

556

2,120
610

431

1

178

999

352

187

404

10

44

510

10

471

105

△77　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 3,759

買 掛 金 204
短 期 借 入 金 1,008
一年内返済予定長期借入金 385
一年内償還予定社債 26
未 払 金 871
未 払 法 人 税 等 23
契 約 負 債 171
賞 与 引 当 金 81
契約損失引当金 308
そ の 他 677

固 定 負 債 1,118
社 債 43
長 期 借 入 金 980
繰 延 税 金 負 債 34
契約損失引当金 52
資 産 除 去 債 務 6

負 債 合 計 4,877
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 6,106
資 本 金 1,351
資 本 剰 余 金 1,351
利 益 剰 余 金 3,404
自 己 株 式 △1

その他の包括利益累計額 17
為替換算調整勘定 17

純 資 産 合 計 6,124
資 産 合 計 11,002 負 債 純 資 産 合 計 11,002

連 結 貸 借 対 照 表
（2024年７月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 20,359
売 上 原 価 4,258
売 上 総 利 益 16,100
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,961
営 業 利 益 139
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1
為 替 差 益 35
雑 収 入 12 49

営 業 外 費 用
支 払 利 息 22
雑 損 失 5 27

経 常 利 益 161
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 36
減 損 損 失 495
関 係 会 社 株 式 評 価 損 2
契 約 損 失 147
契 約 損 失 引 当 金 繰 入 額 361
そ の 他 19 1,063

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 902
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 62
法 人 税 等 調 整 額 518 581
当 期 純 損 失 1,483
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,483

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 23 －



2024/10/01 9:26:52 / 24110622_プレミアアンチエイジング株式会社_招集通知_電子提供措置用

貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
製 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社貸付金
敷 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

7,691
4,212
1,848
718
250
225
593
△157
2,041

597
422
1

173
458
403
10
44

985
0

508
562
467
28

△582　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 3,269
買 掛 金 70
短 期 借 入 金 1,008
一年内返済予定長期借入金 336
未 払 金 925
未 払 費 用 290
預 り 金 18
賞 与 引 当 金 53
契約損失引当金 308
そ の 他 256

固 定 負 債 597
長 期 借 入 金 545
契約損失引当金 52
負 債 合 計 3,867

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 5,864

資 本 金 1,351
資 本 剰 余 金 1,351
資 本 準 備 金 1,351

利 益 剰 余 金 3,163
その他利益剰余金 3,163
繰越利益剰余金 3,163

自 己 株 式 △1
純 資 産 合 計 5,864

資 産 合 計 9,732 負 債 純 資 産 合 計 9,732

貸　借　対　照　表
（2024年７月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2023年８月 1 日から
2024年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 18,387
売 上 原 価 3,728
売 上 総 利 益 14,659
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,741
営 業 損 失 82
営 業 外 収 益

受 取 利 息 22
為 替 差 益 50
雑 収 入 10 83

営 業 外 費 用
支 払 利 息 15
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 36
雑 損 失 0 52

経 常 損 失 51
特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 68 68
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 36
減 損 損 失 495
契 約 損 失 147
契 約 損 失 引 当 金 繰 入 額 361
投 資 有 価 証 券 評 価 損 19 1,059

税 引 前 当 期 純 損 失 1,042
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4
法 人 税 等 調 整 額 519 524
当 期 純 損 失 1,567

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年９月25日

プレミアアンチエイジング株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士成 田 礼 子
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士甲 斐 靖 裕

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、プレミアアンチエイジング株式
会社の２０２３年８月１日から２０２４年７月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、プレミアアンチエイジング株式会社及び連結子会社からなる企業集
団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 26 －



2024/10/01 9:26:52 / 24110622_プレミアアンチエイジング株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結会計監査報告

を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2024年９月25日

プレミアアンチエイジング株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士成 田 礼 子
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士甲 斐 靖 裕

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、プレミアアンチエイジン
グ株式会社の２０２３年８月１日から２０２４年７月３１日までの第１５期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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個別会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2023年８月１日から2024年７月31日までの第15期事業
年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書
に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたしま
す。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたし
ました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社からな
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

2024年９月26日
プレミアアンチエイジング株式会社　監査役会

常勤監査役
(社外監査役) 石 原 基 康 ㊞
社外監査役 井 出 　 彰 ㊞
社外監査役 近 藤 陽 介 ㊞

　
以　上
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株主総会参考書類

候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

再 任

まつ
松

うら
浦

 

　
きよし
清

(1968年10月16日)

　

1993年10月 アメリカンファミリー生命保険会社（現アフ
ラック生命保険㈱） 入社

2002年９月 ㈱ジャクスタポーズ 設立 代表取締役社長
2004年８月 モンデラジャパン㈱ 設立 代表取締役社長
2007年３月 アポロ・インベストメント㈱（現プロジェ・

ホールディングス㈱） 代表取締役社長
2008年８月 ㈱QVCジャパン 入社
2009年12月 当社設立 代表取締役社長CEO
2021年10月 当社 代表取締役社長（現任）

1,877,400株

【選任理由】
松浦清氏は、当社の創業者であり、2009年の当社設立以来、当社の代表取締役として
経営をリードし、当社の持続的成長に貢献いたしました。今後も取締役として、その実
績とリーダーシップを活かし、当社のさらなる成長及び企業価値向上に資することが期
待できるため、取締役候補者といたしました。

２

再 任

い
伊

とう
藤

 

　
よう
洋

いち
一

ろう
郎

(1970年6月12日)

　

1997年４月 三井安田法律事務所 入所
2001年１月 モルガン・スタンレー証券会社東京支店（現

三菱UFJモルガン・スタンレー証券㈱） 入社
2010年１月 同社 投資銀行部 マネージング・ディレクター
2022年９月 当社入社 常務執行役員 兼 コーポレート本部長
2022年９月 森・濱田松本法律事務所 エグゼクティブ・ア

ドバイザー（現任）
2022年10月 当社取締役 常務執行役員CFO 兼 コーポレー

ト本部長（現任）
2024年８月 ㈱ベネクス 取締役（現任）

4,800株

【選任理由】
伊藤洋一郎氏は、法律実務家として経験を積んだ後に、証券会社投資銀行部門で、国内
外M&A、資本市場取引などのフィナンシャル・アドバイザリー等に長年携わってきた豊
富な経験と知見を有しております。その実績や知見を活かし、当社のさらなる成長及び
企業価値向上に資することが期待できるため、取締役候補者といたしました。

株主総会参考書類

第１号議案 取締役４名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役４名全員が任期満了となります。つきまして
は、取締役４名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 32 －



2024/10/01 9:26:52 / 24110622_プレミアアンチエイジング株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主総会参考書類

候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

再 任

ふく
福

もと
本

 

　
たく
拓

ゆき
元

(1975年11月１日)

社外・独立役員

1999年３月 ㈱ハイクロレラ（現 ㈱エポラ）取締役
2004年９月 同社 専務取締役
2005年８月 ㈱ユーグレナ 取締役
2010年10月 同社 取締役マーケティング部長
2015年４月 上海悠緑那生物科技有限公司 董事長
2016年10月 ㈱ユーグレナ 取締役ヘルスケア事業本部長
2016年12月 ㈱クロレラサプライ（現 ㈱エポラ） 取締役
2019年９月 当社 社外取締役（現任）
2022年１月 ㈱LIGUNA 代表取締役
2023年４月 八重山殖産株式会社 取締役（現任）
2023年５月 ㈱ユーグレナ 執行役員

ユーグレナヘルスケアカンパニーCEO
2024年１月 ㈱ユーグレナ Executive Fellow（現任）
2024年９月 ㈱エヒメスポーツエンターテイメント 取締役

（現任）

900株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
福本拓元氏は、当社と事業領域が近い事業を営む上場会社の取締役を歴任した経歴か
ら、専門的な事業運営に関する知見と幅広い経験を有しております。これらの見識を活
かし、外部からの客観的かつ中立的な立場で経営監視が機能すると判断し、引き続き社
外取締役候補者といたしました。

－ 33 －
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株主総会参考書類

候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

４

再 任

さかい
堺

 

　
さき
咲

こ
子

(1962年３月15日)

社外・独立役員

2001年４月 ヒューズ・エレクトロニクス・ジャパン㈱ 入
社 内部監査部長

2001年12月 朝日監査法人（現 有限責任 あずさ監査法人） 
入所 シニアコンサルタント

2002年７月 ピー・シー・エー生命保険㈱（現 SBI生命保
険㈱）入社 監査部長

2004年10月 プルデンシャル・ファイナンシャル・インク 
日本駐在員事務所 入社 内部監査
Departmental Vice President

2005年７月 内部監査人協会（IIA） 国際本部専門職資格審
議会委員

2007年７月 同協会（IIA） 国際本部理事
2013年７月 内部監査財団 理事、評議員
2013年７月 内部監査人協会（IIA） 国際本部理事
2019年７月 同協会（IIA） 国際本部専門職資格審議会委員
2020年８月 当社 社外取締役（現任）
2021年７月 内部監査人協会（IIA）国際本部理事
2022年10月 金融庁企業会計審議会 内部統制部会 臨時委員

（現任）
2023年７月 内部監査人協会（IIA）国際本部専門職資格審

議会委員 （現任）

900株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
堺咲子氏は、長年にわたり国内外における内部監査、財務及び会計に携わってきた経験
と知見を有しております。また、国際的非営利組織である内部監査人協会の理事
（Board of Director）を通算8年務め、ガバナンスに関する経験と知見も有しておりま
す。過去に社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありません
が、これらの見識を活かし、外部からの客観的かつ中立的な立場で経営監視が機能する
と判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）１．松浦清氏は、会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
２．各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
３．福本拓元氏及び堺咲子氏は社外取締役候補者であります。当社は、社外取締役

の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。両氏の再任が承認された場合、同氏らは引き続き独立役員と
なる予定であります。

４．当社は、福本拓元氏、堺咲子氏との間に、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定する最低責任限度額であ
ります。両氏の再任が承認された場合、当社は同氏らとの間で上記責任限定契
約を継続する予定であります。

５．当社は、保険会社との間に、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償
責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の
「（３）会社役員の状況 ③役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」に記載の
とおりであります。本議案が承認可決された場合には、各候補者を被保険者と
して当該保険契約を同内容で更新する予定であります。

６．福本拓元氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって５年１か月と
なります。

７．堺咲子氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって４年２か月とな
ります。

－ 34 －
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株主総会参考書類

候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

再 任

いし
石

はら
原

 

　
もと
基

やす
康

(1958年11月25日)

社外・独立役員

1981年４月 キリン・シーグラム㈱（現キリンディスティ
ラリー㈱） 入社

2002年２月 フォアローゼス ディスティラリー社 副社長
2009年７月 サンミゲール社 取締役
2011年３月 キリンホールディングス㈱ 経営監査部長
2013年３月 同社 執行役員グループ経営監査担当ディレク

ター
2015年３月 同社 常勤監査役
2015年３月 協和発酵キリン㈱（現協和キリン㈱） 監査役
2019年９月 当社 社外常勤監査役（現任）
2020年６月 一般社団法人日本内部監査協会 監事（現任）
2020年12月 プレミア・ウェルネスサイエンス㈱ 監査役
2021年２月 蓓安美（上海）化粧品有限公司 監事（現任）
2022年６月 公益財団法人日本内部監査研究所 監事（現

任）
2023年２月 ㈱ベネクス　監査役（現任）

2,700株

【社外監査役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
石原基康氏は、上場会社の常勤監査役を歴任した経歴から、財務及び会計、企業経営に
関する相当程度の知見を有しており、外部からの客観的かつ中立的な監査及び監視が機
能すると判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

２

再 任

い
井

で
出

 

　
あきら
彰

(1987年７月30日)

社外・独立役員

2010年４月 あずさ監査法人（現 有限責任あずさ監査法
人）入所

2013年８月 フロンティア・マネジメント ㈱ 入社
2015年４月 ㈱うるる 財務経理部長
2018年８月 井出公認会計士事務所 開所 代表（現任）
2018年10月 当社 社外監査役（現任）
2019年11月 ㈱WACUL 取締役 監査等委員（現任）
2019年12月 AIコーポレートアドバイザリー㈱ 設立 代表取

締役社長（現任）
2021年11月 ㈱wevnal 監査役（現任）

900株

【社外監査役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
井出彰氏は、公認会計士の資格を有し、かつ上場会社の財務経理部長であったことか
ら、財務及び会計に関する高度な見識と豊富な経験により、当社の会計監査の充実、並
びに業務執行に関する意思決定において妥当性及び適正性の見地より適切な提言を頂け
るものと判断し、引き続き社外監査役候補者といたしました。

第２号議案 監査役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役３名全員が任期満了となります。つきまして
は、監査役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ　　　り　　　が　　　な
氏　　　　　名

（生 年 月 日）
略 歴 、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

再 任

こん
近

どう
藤

 

　
よう
陽

すけ
介

(1981年５月14日)

社外・独立役員

2009年12月 弁護士法人ペガサス 入所

2013年12月 小林法律総合事務所 入所

2019年１月 漣法律事務所開所 代表（現任）

2019年９月 当社 社外監査役（現任）

1,000株

【社外監査役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
近藤陽介氏は、弁護士の資格を有し、弁護士として培われた高度な人格と専門的な法律
知識を有しております。過去に社外役員となること以外の方法で直接会社経営に関与し
た経験はありませんが、特にこれまで化粧品事業に関わる会社を担当してきたことから
当社の法務体制の強化を図ることができると判断し、引き続き社外監査役候補者といた
しました。

（注）１．各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
２．石原基康氏、井出彰氏及び近藤陽介氏は社外監査役候補者であります。当社

は、社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。各候補者の再任が承認された場合、同氏ら
は引き続き独立役員となる予定であります。

３．当社は、石原基康氏、井出彰氏及び近藤陽介氏との間に、会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定する最低
責任限度額であります。各候補者の再任が承認された場合、当社は同氏らとの
間で上記責任限定契約を継続する予定であります。

４．当社は、保険会社との間に、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償
責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の
「（３）会社役員の状況③役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」に記載の
とおりであります。本議案が承認可決された場合には、各候補者を被保険者と
して当該保険契約を同内容で更新する予定であります。

５．石原基康氏の当社監査役就任期間は本総会終結の時をもって５年１か月となり
ます。

６．井出彰氏の当社監査役就任期間は本総会終結の時をもって６年となります。
７．近藤陽介氏の当社監査役就任期間は本総会終結の時をもって５年１か月となり

ます。
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第３号議案 取締役（社外取締役を除く）に対するストックオプションに関する
報酬等の決定の件

　当社の取締役の報酬等は、2019年10月24日開催の第10回定時株主総会にお
いて年額200百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな
い）とするご承認をいただいておりますが、当社の中長期的な業績向上と企業価
値向上に対する取締役の貢献意欲や士気をより一層高め、株価変動によるメリッ
トとリスクを株主の皆さまとより一層共有することを目的として、当該報酬等の
額とは別枠にて、取締役（社外取締役を除く）に対して、年額40百万円以内の
範囲でストックオプションとして新株予約権を割り当てることにつき、ご承認を
お願いするものであります。
　なお、本議案における報酬額の上限、発行される新株予約権の総数その他の本
議案に基づく対象取締役に新株予約権を割り当てる条件は、上記の目的、当社の
業況、当社の取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針その他諸般
の事情を考慮して決定されており、相当であると考えております。
　また、当社は対象取締役に対して、新株予約権の募集事項の決議日において当
社の取締役の地位にあることを条件に、当社の取締役会決議に基づき新株予約権
を割り当てるものとします。
　なお、ストックオプションの報酬等の額は、新株予約権を割り当てる日におい
て算出した新株予約権１個当たりの公正価格に、割り当てる新株予約権の総数を
乗じて得た額となります。
　また、現在の当社取締役は4名（うち社外取締役2名）でありますが、第１号
議案「取締役４名選任の件」が原案どおり承認可決されますと、取締役の員数は
４名（うち社外取締役２名）となります。

記

取締役に対するストックオプションとしての新株予約権の具体的な内容
（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の
目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１個当たり100
株とする。
　ただし、本総会決議の日後、当社が普通株式につき、株式分割（当社普
通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式
併合を行う場合、付与株式数を次の計算により調整する。
　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割又は併合の比率
　また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生
じたときは、当社は、取締役会において必要と認められる付与株式数の調
整を行うことができる。
　なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

（２）新株予約権の総数
　各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内に割り当てる新株予約
権の数は400個を上限とする。ただし、本総会終結の日以後において、上
記（１）に定める場合に該当する場合には、同様の調整を行うものとす
る。

（３）新株予約権の払込金額
　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。なお、イン
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センティブ報酬として付与される新株予約権であり、金銭の払込みを要し
ないことは有利発行には該当しない。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使
により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使
価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とす
る。
　行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の
終値（当日に終値がない場合には、それに先立つ直近日の終値）とする。
　なお、割当日後に株式の分割、株式の併合又は株式無償割当を行う場合
等、上記払込みすべき金額の調整を必要とするときは、行使価額をそれぞ
れ調整する。

（５）新株予約権を行使することができる期間
　新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過した日
から当該決議の日後10年を経過する日までの範囲内で、当該取締役会決
議の定めるところによる。
　ただし、行使期間の最終日が当社の休日に当たるときはその前営業日を
最終日とする。

（６）新株予約権の行使条件
①新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、

権利行使時において、当社及び当社子会社の取締役、執行役員又は従業
員のいずれかの地位にあることを要する。

②新株予約権者は、以下の区分に従って新株予約権の全部または一部を行
使することができる。
イ.新株予約権の割当日の翌日の２年後の応答日から、新株予約権の割

当日の翌日の３年後の応答日（当該応答日を含む。）までは、割り当
てられた新株予約権の２分の１について権利行使することができる
（権利行使可能となる新株予約権の数に１未満の端数が生じた場合
は、これを切り捨てるものとする。）。

ロ.新株予約権の割当日の翌日の３年後の応答日の翌日から、新株予約
権の割当日の翌日の８年後の応答日（当該応答日を含む。当該新株
予約権を権利行使することができる期間の最終日）までは、割り当
てられた新株予約権のすべてについて権利行使することができる。

③新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するもの
とする。

（８）新株予約権の取得条項
①新株予約権者が権利行使をする前に、上記(６)の定め又は新株予約権割

当契約の定めにより新株予約権を行使できなくなった場合、当社は当社
の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で取得するこ
とができる。

②当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認
された場合（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会で承認された
場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得
することができる。
イ.当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
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ロ.当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案
ハ.当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案
ニ.当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得

について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変
更承認の議案

ホ.新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種
類の株式の取得について当社の承認を要すること又は当該種類の株
式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること
についての定めを設ける定款の変更承認の議案

（９）その他の新株予約権の内容
　新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項を
決定する取締役会において定めるものとする。

（ご参考）
当社は、本定時株主総会終結の時以降、当社の執行役員に対しても上記と
同内容の新株予約権を当社取締役会決議により発行する予定であります。
発行の内容につきましては、取締役会にて決議され次第、速やかにお知ら
せいたします。

以上

－ 39 －



2024/10/01 9:26:52 / 24110622_プレミアアンチエイジング株式会社_招集通知_電子提供措置用

地図

交通のご案内
地下鉄－東京メトロ 銀座線･半蔵門線 三越前駅(Ａ９出口)徒歩約１分
J R 線－総武本線 新日本橋駅(１番出口)徒歩約４分

銀座線・半蔵門線三越前駅、JR新日本橋駅からは、地下道でYUITOに直結しています。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
会　場：野村コンファレンスプラザ日本橋　大ホール

東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号
日本橋室町野村ビル　YUITO ５階
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